研修出張様式５


研修報告書

	所　　属　　青明舎　　　　職　種　　社会福祉士　　　氏　名　　清水　博己

	期　　間　　平成２１年３月６日　～　平成２１年３月７日

	出張目的　　平成２０年度青森県精神障害者社会復帰施設協会研修会　参加のため

	出 張 先　　ホテルグランパレス青森

	研修に関する考察（プログラム毎に）　　　　　　　研修要旨（プログラム毎に）


全体考察：この年度末の時期になり、ようやく平成２１年障害者自立支援法改正に向けての動きが具体的に見えてきた。それまでは各種団体が要望書や陳情などを行ってきたが、全精社協や県の動きとしては見えてこないものが多かった。主な改正としては、報酬単価が全体で６．１％引き上げや各種事業の見直しが行われている。まだ細かく読み解いていない部分があり、今後法人内での検討材料は多く入手できた研修であった。全精社協の今後の方向性について全精社協理事に問うと、理事においても返事に苦しんでいた。平成２３年度の自立支援法への完全移行間近でなければ今後の方向性はでないようだ。県精社協はそれに倣う形ではなく、今後の展開を見据え、解散なのか別の事業所団体を考えていかなければならないと思う。精神保健福祉士会や社会福祉士会のような職種の団体も必要だが、事業所団体から行政への働きかけも必要であると考える。

　　　　　

講演Ⅰ「障害者福祉をめぐる現状と課題」　－新体系移行にあたってー

　　講師：全国精神障害者社会復帰施設協会　理事・制度政策委員　　相馬　妙子

　　　　　（地域生活支援センターはだの　管理者）

　　

　　自立支援法の見直し内容についての整理

　　３年後の見直しとして

1 障害児に対するサービス　

2 障害者の範囲

3 所得確保（保証）の在り方

　　与党プロジェクトチームより

4 利用者負担の在り方

5 事業者の経営基盤の強化（報酬単価の見直し）

6 障害程度区分の見直し

7 サービス体系のあり方

8 相談支援の充実

9 地域生活支援事業

10 就労の支援

　⑤、⑦、⑧、⑨、⑩の見直しについては、新体系移行促進に向けて全精社協の主な意見

  従事者の配置状況（常勤率）

  全体 ８１．５％、新体系６８．０％、旧体系８９．７％

  従事者１人あたりの給与（年収）

  ホームヘルパー ２，５８３千円、生活支援員３，３８５千円、精神障害者施設 約３，０００千円

  相談支援の充実

  （これまでの省令改正等について）

   Ａ サービス利用計画作成の対象者を精神科病院からの退院、ＧＨ、ＣＨからの退所、家族の入院や、死亡により生活環境が大きく変わる場合等、範囲の明確化。（生活訓練施設含む）

   Ｂ サービスへつながっていない方への訪問、障害福祉施策等への相談会等の実施など、相談支援の充実・強化するための事業の実施

   Ｃ 相談支援従事者研修の標準カリキュラムの改正

   （社会保障審議会での現状までの議論の整理）

   基本的考え方  障害者が様々なサービスや地域資源等も活用しながら、地域で自立して安心して暮らしていけるよう、以下の観点から障害者の相談支援の充実を図る。

   ①地域における相談支援体制

· 地域における相談支援体制の強化（手続きの見直し）

· 相談支援を担う人材の質の向上

· 総合的な相談支援を行う体制

→拠点的な総合相談支援センターの設置

  相談支援事業者へつなぐ。サービス利用計画作成などを行う。

   ②ケアマネジメントの充実

· サービス利用計画作成費の対象者

· サービス利用手続きの見直し→法令改正が必要

· モニタリングの実施

· ケアマネジメント・モニタリングを実施する体制 →相談支援専門員の質の向上

   ③自立支援協議会の充実

· 自立支援協議会の法定化

· 自立支援協議会の運営の支援 →当事者の参画

   障害程度区分認定の見直し

   現状までの国の動き

   障害程度区分勉強会を開催し、障害特性を反映した（介護量に加え支援量）、調査項目と判定基準になるようにするため、実態調査を実施予定とし、平成２４年度に改正予定。

   （社会保障審議会での現状までの議論の整理）

   基本的考え方  現行の障害程度区分について知的障害、精神障害を始め各々の障害特性を特性を反映したものに見直す。→介護量ではなく支援量へ

  市町村審査会及び認定調査について →質はどうなのか？

  地域における自立した生活のための支援

  「障害のある人が普通に暮らせる地域づくり」という理念を踏まえ、退所・退院が可能な者について地域移行を更に進めていくとともにできるだけ地域での自立した生活を維持していけるようにするため、以下の観点から支援の充実を図る。

  地域移行の促進 

· 地域移行を支えるコーディネート機能

· 移行のための宿泊等の体験を支える給付 →体験利用等ができる仕組みつくり

· 刑務所からの出所者等の支援 →医療観察法対象者、刑余者等を福祉サービスへ繋げる仕組みつくり

· 地域移行における入所施設の役割

· 家族との同居からの地域移行

　「住まい」の場の確保

· 公営住宅への入居促進

· 民間賃貸住宅への入居促進

· 公営住宅の活用等によるGH、CHの整備促進

· GH、CHのサービスの質の向上　　→報酬単価改定等を行なう。

· 身体障害者のGH、CH

　地域生活に必要な「暮らし」の支援

· 緊急時のサポートの充実　→２４時間の相談支援体制（精神ばかりでなく知的にも必要）

· ショートステイ　→単独型の充実、報酬改定、日中活動系サービスとの併用

· 医療的なケアが行なえるサービスの充実

· 訪問系サービスの在り方

　地域生活支援事業

　基本的考え方　地域生活支援事業の充実を図るため、必要な見直しを行なうとともに、その一部について自立支援給付とすることについて検討する。

· 地域生活支援事業の対象事業　→個別性の高いものを自立支援給付化

· 地域生活支援事業の費用負担のあり方

· 小規模作業所の移行促進　→少人数で活動可能な形態の新設

　基本的考え方　働く意欲のある障害者がその能力を十分に発揮し、地域で自立した生活をしていくことができるよう、一般就労を希望する障害者を対象とする就労移行支援、一般就労が困難な障害者は対象とする就労継続支援について、以下の観点からそれぞれの充実・活性化と関連背策との連携を図る。

　一般就労への移行支援強化

· 一般就労への移行の成果の評価のあり方等→一般就労への移行実績の評価を報酬設定

· 福祉現場の本人への外部からのアプローチ

· 支援ノウハウを持った専門職の配置→就労支援ノウハウを有する者の配置

· 特別支援学校からの一般就労への移行のあり方

· 就労移行後の継続的な支援（フォローアップ）の在り方→生活面の訓練を行なう機能の充実

　福祉的就労のあり方

· 就労継続支援B型の利用者像の明確化→相談支援事業者による調整等により、直接利用を可能に

· 工賃引き上げの充実等　→就労継続支援事業の人員配置の充実について、報酬改定等を行う

　障害者雇用施策その他の関連制度

· 雇用施策との連携強化

· 障害者就業・生活支援センターの充実

· 就労支援に携わる人材の育成

＊なお、障害者の就労支援に関する福祉施策と労働施策との関係について、利用者負担のあり方を含め将来的に見通していくことを検討すべきとの意見があった。

　障害者の範囲

　　障害者の定義

· 障害者の範囲についての基本的考え方

· 発達障害及び高次脳機能障害の障害者自立支援法における位置付け→現行自立支援法では記載はない。

· 難病を身体障害に含めることについて

質疑応答

新体系へ移行した場合１日に複数のサービスの利用は可能か？

A　通所系サービスについては、１日を単位として報酬単価を算定するため、午前○○事業、午後○○事業という事で、報酬単価を算定する事はできない。

行動援護について

A　行動援護は、（H19.12月）全国でも７人しか利用がない。今後は、精神障害者も利用できるように予定している。当事者から利用希望は少ないた、施設や事業所から対象者を出していく。

自立支援協議会の稼動状況

A　設置状況は市町村５０％（H19.12.1）都道府県は７０％

　 稼働状況は活発に動いているところもあるが、形骸化しているところもある。法改正により地域自立支援協議会が明確化する予定である。

考察：障害程度区分についてやサービス基盤などの「基本的考え方」「社会保障審議会での現状までの議論の整理」という事で示してもらった為、分かりやすい講演だった。改めて情報は大事であり、その情報をどう解釈し、事業の発展につなげていくかは事業所次第である、という事を実感した。また、自分たち事業所側の自立支援法施行後の検証を行いながら、地域の検証もしていく事が必要であると思った。

講演Ⅱ

「障害者福祉をめぐる現状と課題」　－青森県における新体系移行状況と移行の取り組み－

　　講師：県健康福祉部障害福祉課　障害企画・精神保健グループ　主幹　佐藤　昇

　H21年度県事業

1． 事業者に対する運営の安定化等を図る措置

（1） 事業運営安定化事業

（2） 通所サービス等利用促進事業

（3） 新事業移行促進事業（新規）

（4） 事務処理安定化支援事業（新規）

（5） 就労系事業利用に向けたアセスメント実施連携事業（新規）

（6） 地域移行支度経費支援事業（新規）

2． 新法への移行等のための円滑な実施を図る措置

（７）小規模作業所緊急支援事業

（８）障害者自立支援基盤整備事業

（９）移行等支援事業

（10）障害者地域移行支援体制強化事業

· 障害者地域移行測深強化事業（旧精神障害者退院促進等強化事業）

· グループホーム・ケアホームへの移行促進事業

· 障害者を地域で支える体制づくりモデル事業（新規）

· 触法障害者地域移行支援事業（新規）

· 精神障害者等の家族に対する支援事業（新規）

· 一般就労移行等促進事業

· 職場実習・職場見学促進事業

· 就労支援ネットワーク強化・充実事業

· 施設外就労等による一般就労移行助成事業

· 障害者一般就労・職場定着促進支援事業（新規）

· 離職・再チャレンジ支援助成事業（新規）

· 目標工賃達成助成事業（新規）

· 就労継続支援A型への移行助成事業（新規）

· 小規模作業所移行促進事業

· 制度改正に向けた相談支援体制整備特別支援事業

· 精神障害者生活訓練施設等移行促進事業（新規）

考察：県精社協自体では、精神障害者雇用促進事業の受託、これまでのあすなろ交流会の受託などがある。しかし、この事業を全て県の思惑通りになり、受託するのでは今後の福祉の発展は否めない事を感じた。県に陳情や提言できる言葉を持ち合わせないといけないと思う。

新体系移行施設報告

　・社会福祉法人花の取組み

　　　しばざくら、なのはな　サービス管理責任者　山内　潤

　・社会福祉法人桜葉会の取組み

　　　つがるの工房、津軽の工房パッケージセンター、ジョブネット、さくら工芸　施設長　佐々木　優

　経過　平成１８年１０月　新体系に移行

　　　　従来

　　　　　精神障害者福祉工場　定員２０

　　　　　精神障害者小規模通所授産施設　定員１５

　　　　　精神障害者地域生活支援センター

　　　　移行後

　　　　　指定障害福祉サービス（多機能型）定員４０

　　　　　　１　主たる事業所（定員２０　就労継続支援A型１０、就労継続支援B型１０）

　　　　　　２　主たる事業所（定員１０　就労継続支援B型）

　　　　　　３　主たる事業所（定員１０　就労継続支援B型）

　　　　　＊地域生活支援センターを廃止したのは、市内に地域生活支援センターが多く、市で全部の事業所の移行を認めない話しがあったため。

　　

　　新体系に移行後

· 移行した後になって激変緩和対策で収入の９０％保証となったので、経営的には問題ないが、利用率が少ない収入に合わせた人員体制に変更済みなので、人的に余裕はない。

· 激変緩和がなくなれば（H２４年度）、利用者数によって収入が激減する。

· 利用者が就職、入院、休むと収入が減る

· A型の場合「年休」で休んでも収入が減る

· 伝染性の病気（ノロ、インフルエンザ）で休んでも収入が減る

　　自立支援法見直し内容

· 欠席の場合１ヶ月４日に限って加算ができた

· 人員配置（７．５：１）によって単価が上がった

· 工賃アップのための職員を置くと単価が上がる

· 目標工賃達成加算の要件が緩和された→「前々年度よりも多い工賃・・・」という文言削除

· 就労移行支援の単価は就職率で単価が決まる。

分科会

　③地域生活支援事業系分科会

　　

1． 情勢分析　施設をめぐる環境変化や施設のおかれている現状を知る（何が変わったのか。何が変わるのか。何が大変になるのか。）

　県内の活動支援センターⅠ型、委託相談支援事業では、補助金額、委託金額の違いや、事業受託の違いがある。青森市では、行政からの指導が厳しく「支援件数が少ない」「担当者の変更」を求められたり、「ケース会議」を開催しても市の担当者が出席を拒否したり、など連携がとれない状況が続いている。弘前では、運営費が１６００万円ほどしかなく、４人の人件費の捻出が難しい状況である。

2． 課題分析　施設が抱える問題や取り組むべき課題を明らかにする。

　　　　　一言で連携といっても「押し付け」「連絡しただけ」というものが多い。

　３　　課題解決　解決方法の提言。（施設協会に期待する事も含む）

　　　　　連携について、特に相談支援事業と市町村とは「協働」していかなければならない。社会復帰施設の事業が県の担当だったためこれまでのつながりは薄かった。しかし、相談窓口が市町村に移管した事で、市町村との連携は必須である。ケースを通して、お互いの役割を確認していく事が望ましいのではないか。また、協働が難しいのであれば事業所団体の「県精社協」が行政への圧力をかけていく必要があるのではないか。

考察：各地での取り組みを聞いていると自立支援法になり変わった事は「事務業務が多くなった」というのはどこの事業所からも出た。窓口がより身近になった事は、利用者にとって利用しやすい環境である。そのメリットを活かしていく事が必要であり、足りないもの、修正しなければいけないものは環境を変えていく事をしなければならない。形骸化した自立支援協議会を活かしていくのは相談支援事業者ではないだろうか。
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